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今村幸次郎弁護士講演より

· 就業規則の不利益変更
多数派労働組合と会社が合意して決めた就業規則の不利益変更、あるいは労働条件の不利益変

については、それだけで合理性があるというふうに推定するということで。ＩＢＭのような場合ではなくて、多数派労組がある場合ですね。
ＮＴＴでもそうですが、ＮＴＴ労組などの多数労働組合があって、会社と何か協定して、その協定に基づいて就業規則が変えられた場合に、少数派の労働組合の方が、例えば通信労組ですけれども、ＮＴＴ労組が会社と何かを協定してそれに、そこの労働協約には直ちに通信労組には及ばない。労組とＮＴＴが決めたことは、通信労組には、直ちには労働協約としては及ばない。会社としてはそれでは困るわけですから、労働協約とは別に、全社員に適用のある就業規則を変更してくるわけです。それは、形式的には通信労組の人にも社員である以上及ぶと。

　しかし、例えばですけど、通信労組の人が、それがおかしいと。私はこういう変更には応じられないと言った場合には、まだ裁判をやって争っていく余地があると。多数派労組が合意していたとしても、そうじゃないという人が裁判を起こすと、勝ったりする場合があるんですよね。

　みちのく銀行事件というのは、そういう例でしたね。55歳以上の人だけを給料下げると。多数派労組は、一応ＯＫしたと。しかし、俺たちはそれは嫌なんだということで裁判をやったところ、多数派労組が合意してたとしても、これはやっぱり、その人たちに特に不利益を与えるものであって、合理性がないというふうに裁判所が言って、そうするとその人たちは、その適用を受けないでよかった。これは最高裁まで行って、合理性がないという結論になった。

　就業規則不利益変更の合理性推定規定というのが、法律で定められるとどうなるかっていうと、会社側はあるそういう不利益変更を提案して、多数派労組と協定なり合意をすると、もうその変更は合理性があるというふうに推定されるということなので、後で嫌だと言う少数派の人たちが争っても、これは多数派労組と協定しておりますというとで、紙1枚出すと会社が勝つと、こういうことになりまして、やっぱり多数派労組がある職場で、労働組合を作る意味はどこにあるのかっていう話になっていくのではないか。

　少数派の労働組合が狙われているんだっていうことだと思うんですね。この制度で、会社側はやっぱり、会社がいったん決めたことが、少数の人たちから後で争われて裁判で負けたりすると、すごいコストもかかるし、予測可能性がないし、いったん決めたことが覆るとものすごく困ることがあるんですね。それをこの法律で封じてしまうと。そもそも会社のなかにいくつも組合があったり、少数派の人がいて団交をやったりですね、そのために専門の労務屋を何十人も雇ってね、やんなきゃいけない。こういう法律を作って、もう少数派はジタバタしないようにしてしまうというところに、まさに狙いがあるのではないか。

　○解雇の金銭解決制度
これは解雇闘争で、急に解雇されてひどい目に遭って。いま客観的に合理的な理由があって、社会通念上相当でない場合にはね、解雇は濫用ということで、労働者が勝ったりするわけです。勝つことは今後も変わらない、ひどいやつは変わらないかもしれませんが。この制度は、そうやって一生懸命裁判やって労働者が勝つと、会社が負けだと。そこから会社の方は、じゃ、お金を払いますのでお辞めくださいという要素ですね。それも、事前に決めた一定金額、労使で合意した一定金額を準備すれば、仮に解雇が無効で裁判に負けても、雇用契約を打ち切れると。これが解雇の金銭解決制度であると。

　なお、その事前の労使で決める金額っていうのも、労使委員会で決めたらいいじゃないかっていう議論があって、その会社のお気に入りのメンバーで労使委員会作って、適当な金額を決めておけば、もうやりたい放題。１人いくら、首切ると勤続10年の人は３カ月分とかね、15年は６カ月分と、そんなふうに決めておけば、あいつとあいつとあいつを解雇すれば、来年はこれぐらいを予算を組んでおけば大丈夫だと。勝てば０だし、負ければ、負けたってそれだけ払えばもういいんだっていうことになれば、解雇に理由が必要だとか何だとかっていったって、そんなもの関係なくなってしまうわけですね。理由なんかいらないと。要するに、金さえ用意しておけばいつでも排除できる。

　そうなるとやっぱり、経営者として何を考えるかっていうと、やっぱり会社にいてほしくない人にどんどん辞めさせると。いまは下手なことやって裁判やられて、負けて、就労闘争とか何だとかやられると、なかなかいつまでたっても終わらないということなんですが、今度はお金さえ払えば終わりにできるということになって。これも結局はですね、これ少数派であるとか、会社にとって好ましくない人物を放逐していくと。こういうとこに狙いがある

会場発言より




労働法制東京連絡会の永瀬さん


東京は、全労協などと相談して全労協の方も、この労働法制改悪反対は、重要な課題だということで９月ごろ一緒に、厚生労働省を大きく包囲する行動を検討をしています。


　いま、高裁が非常に悪くなっているので、高裁と厚生労働省を包む、個人請願を両方やったらいいかなと思っているんです、これをわれわれの範囲を超えて、どれだけ多くの人たちに広げて、協同を追及して、やっぱりこの法律が通ればたいへんな事態。　中央連絡会も、９月でいいのかどうかわかりませんが、やっぱり大きな行動をぜひ準備してもらいたいですね。大決起っていうと、やっぱり1,000とか2,000とか3,000とかっていうふうに、ぜひしてもらってです、われわれももちろん東京ですからね、頑張るようにしています。


この間、東京地評の幹事会も、急遽伊藤さんに来てもらって、労働法制のいまの危険な動きについて幹事会としても勉強をして、やっぱりこの夏から秋に向かってわれわれとしても、そういう体制で頑張っていきたいと。


　いま、教育基本法の問題などが、緊急の問題として国会行動等を、ずっととりくんでいるわけですけど、労働法制が波に隠れてしまうようなことがないように。


やっぱり労働者の権利に関わることですから、これはわれわれが声を出さないと、なかなか声にならないと思います。秋は大決起をしたいというふうに思いますんで、いまから準備をしながらやっていきたいと思ってます。











